
「マンション防災に関する支援制度等のご案内」

仙台市 都市整備局 住宅政策課

令和8年11月7日 令和8年度第2回マンション管理基礎セミナー

マンション管理組合のみなさまが活用できる



＜本日ご紹介する内容＞

１． 震災の経験から考える、マンション全体の備え

２． 防災の取組を進めるための支援制度

２－１ 防災マニュアル作成について

２－２ 仙台市杜の都防災力向上マンション認定制度

２－３ 防災コミュニティ支援

３． 防災を日常のマンション管理につなげる

３－１ 分譲マンション届出制度

３－２ マンション管理計画認定制度 基準の改正について

４． その他参考情報（メルマガ、防災訓練等の取組事例）

５． 今日、そして、これからできること
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M９.０

○発生日時  2011年3月11日(金） 14時46分頃
○震央地名  三陸沖（北緯38.1度、東経142.5度）
○規模  マグニチュード9.0
○市内最大震度  震度６強
〇東部沿岸部津波 推定７．１m（仙台港）
〇市内で死亡が確認された方 905名（災害関連死含む）

【市内の分譲マンション被害状況】
• 倒壊マンションはなく、100棟以上が「全壊」の罹災判定

（傾斜等により取壊しに至ったマンションは有り）
• 受水槽等の被害、非構造部材の壁面破損により玄関扉の

開閉が困難になるなど生活に支障

受水槽の被害 高架水槽の被害
壁面破損

(玄関扉の開閉困難) 建物周辺の沈下

▼出典：仙台市分譲マンション防災マニュアル作成の手引◆ 建物の被害

1. 震災の経験から考える、マンション全体の備え

東日本大震災の概要
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ライフラインの復旧状況

水道 ガス

電気

ライフライン
市下水道は
使用制限なし

3/18
市内ほぼ全域で

電力復旧

3/29
一部地域を除
き水道が復旧

4/16
一部地域を除き
都市ガスが復旧

4/7
最大余震

⇒電力復旧まで約1週間、水道復旧まで約3週間、都市ガス復旧まで約1か月

震災におけるライフライン停止時の水や食料の調達・運搬など高層建物特有の課題
※マンションの給排水設備に被害が生じた場合には、トイレの使用も困難に

マンション区分所有者・居住者同士の支え合いで、非常時の不便な生活を乗り切った事
例も報告（エントランスや集会室の避難場所として利用、炊き出し、情報集約・周知等）
⇒ 耐震化等の｢ハード｣の取り組みはもちろんのこと、マンション内のコミュニティづく
りやルールづくりなど｢ソフト｣の取り組みの重要性を再認識

◆生活環境への影響

◆災害時の対応

◆東日本大震災時のライフライン復旧状況（仙台市内）

1. 震災の経験から考える、マンション全体の備え
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事業名 事業内容

管理

管理相談事業（行政困りごと相談所・月例相談会） 
【Ｈ17～】

総務省が設置する「行政困りごと相談所」に毎月マンション管理士を
派遣し、管理窓口相談を受付。

管理相談員派遣事業
【H24～：震災復旧】【H29～：管理相談】

管理状況の改善・向上に取り組む管理組合に対し、マンション管理士
や建築士などの専門家を直接派遣し、助言等を実施。

管理計画認定制度 【R4～】
マンションの管理計画が一定の基準を満たす場合に、適切な管理計画
を持つマンションとして市が認定

防災

防災コミュニティ支援事業 【R6～】 防災に関し「何か始めたい」とお考えのマンションをサポートするため、
防災活動や防災をテーマとした交流のきっかけづくりを支援。

防災マニュアル作成支援専門家派遣事業 【H25～】 マンション防災マニュアルの作成に取り組む管理組合に対し、マンショ
ン管理士等専門家を直接派遣し、助言等を実施。

杜の都防災力向上マンション認定制度 【H25～】
マンションの防災力向上推進に向け、優れた防災性能を持つマンショ
ンや防災活動に取り組む管理組合を認定。

耐震

耐震化相談員派遣事業 【H20～】
マンションの耐震化に取り組む管理組合に対し、マンション管理士や
建築士を直接派遣し、助言等を実施。

耐震予備診断支援事業 【H15～】
耐震化啓発を目的に、耐震診断技術者による簡易診断費用の９割を
補助。

耐震精密診断補助金交付事業 【H20～】 耐震精密診断を行う管理組合に対し、その費用の一部を補助。

耐震改修工事補助金交付事業 【H23～】 耐震改修工事を行う管理組合に対し、その費用の一部を補助。

再生

マンション再生アドバイザー派遣事業 【R8～】
管理組合にアドバイザーを派遣し、マンションの再生等を検討する際
の基礎的な情報の提供や助言等を実施

マンション再生検討促進補助金交付事業 【R6～】
管理組合が実施するマンションの再生等に関する初期の検討に対し、
委託経費の一部を補助（３か年限度）

マンション再生構想支援補助金交付事業 【R8～】
管理組合が実施するマンションの再生等に関する構想の作成に対し、
委託経費の一部を補助

2. 防災の取組を進めるための支援制度
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【制度概要】 マンションの防災活動を促進するため、防災マニュアル作成に取り組む管理組合等
に対し、仙台市が専門家を派遣し、適切な助言や情報提供を実施

【利用回数】 １管理組合等につき５回まで（市負担、組合無料）
【実 績】 １０３団体 （マニュアル作成 ６6組合） ※令和８年３月時点

• 東日本大震災において
明らかになったマンショ
ンの課題、被災時にお
ける防災活動の成功・
失敗体験事例を掲載。

• マニュアルの作成手順
に沿った構成。

▲「防災マニュアル
作成の手引」は
こちらからご覧
いただけます

2－１ 防災マニュアル作成支援専門家派遣事業（Ｈ２５～）

⇒水害対策等を含む形での改定を準備中

分譲マンション防災マニュアル作成の手引 （H２５作成・H31改訂）
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建物本体の耐震性能
 ①～③のいずれかに該当

防災性能
  防災備蓄倉庫の設置や避難場所の
確保等、下の5項目から選択

①窓ガラスの落下防止
②防災備蓄倉庫設置
③避難場所の確保
④耐震ドア設置
⑤ｴﾚﾍﾞｰﾀ地震時管制運転装置設置

①昭和56年6月1日以降の建築確認
②耐震改修促進法（以下「法」とい
う）第17条の認定を受け改修工事
を行ったもの

③法第22条の認定を受けたもの

防災性能 での認定（最大３つ星）

防災活動 での認定（最大３つ星）

防災マニュアル
作成

自主防災組織結成

＋ ＋

８項目から選択

①防災訓練の実施

②地域の防災訓練への参加

③地域の避難所運営に関する連携

④家具の転倒防止対策

⑤非常用電源の確保

⑥災害用簡易トイレの確保

⑦救急用資機材の整備

⑧飲料水・食糧の確保

「防災性能」と「防災活動」
の両方なら

最大「6つ星」
なし  ⇒★
4～７項目⇒★★
全て ⇒★★★

２項目   ⇒★
３～４項目⇒★★
全て ⇒★★★

【制度概要】 マンションにおける防災活動の更なる取り組みや、建物性能の向上を促進するため
マンションの防災力をハード面（防災性能）とソフト面（防災活動）で仙台市が認定

【実 績】 73棟 （防災性能のみ33棟、防災活動のみ14棟、両方２6棟） ※令和８年10月時点

２－２ 仙台市杜の都防災力向上マンション認定制度（Ｈ２５～）

 制度詳細はこちら
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• 分譲マンション管理組合等が利用できる各部署の
施策を一覧化し周知。

• 「防災」をテーマに区分所有者・居住者同士の交流の
きっかけづくりに活用できる、各種支援制度を紹介。

•  まずは興味のあることから、始めてみませんか？

① マンションの防災マニュアルを見てみよう

② 専門家を呼んで防災・減災を学ぼう

③ 災害VR（ﾊﾞｰﾁｬﾙﾘｱﾘﾃｨｰ）を体験しよう

④ 防火・防災訓練をしよう

⑤ 非常食の試食や簡易ベッドを体験してみよう

⑥ 分譲マンションの耐震化

⑦ 止水板等の設置工事費補助

２－３ 防災コミュニティ支援

 チラシ詳細はこちら
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【参考】止水板等の設置工事費補助 （Ｈ28～）

止水板等を設置する場合に市が費用の一部を補助します。

【補助条件】
• 雨水の下水道事業計画区域のうち、過去に浸水被害が発生

し、現に居住者が住んでいるマンションを所有している方。
• 敷地や建物内に雨水が入らないようにする施設であること。
• 制度開始後に建築された建物でないこと。
• 工事実施前に申請すること。 等

【補 助 額】・・・ 止水板等の設置工事費総額の2分の1
（限度額50万円）

【お問い合わせ先】
◆青葉区・泉区

建設局 下水道北管理センター 022-373-0902

◆若林区・宮城野区・太白区
建設局 下水道南管理センター 022-746-5061

▲設置例
制度詳細はこちら 
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３． 防災を日常のマンション管理につなげる

【条例の主な内容（令和8年3月公布 / 10月施行）】

・ 新築マンション 分譲前の管理・修繕計画等の届出を義務化 / 購入予定者への説明・図面の引継ぎを義務化
・ 既存マンション 管理組合による管理状況の定期届出を義務化
・ 新築・既存共通 届出状況の公表（一部任意） / 必要に応じた市による指導・助言・勧告

⇒ 届出の義務化により、管理の適正化や所有者の管理意識の向上を図るとともに、
 把握した情報を基に、各マンションの状況に応じた支援につなげます

対象 管理組合（既存マンション）

届出書名称 マンション管理状況届出書

届出項目 1.連絡先等
2.総会等での決議状況
3.内容の公表（承諾の有無）
4.認定等の取得状況
5.マンション名・所在地
6.基本情報 ※
・戸数・面積等マンションの概要、管理事務の委託状況

7.適正な維持管理に関する事項 ※
・管理組合の運営状況
・管理組合の経理状況
・建物の修繕に関する計画等
－長期修繕計画の作成状況
－修繕積立金の額
－大規模修繕工事の実施状況 等

8.建物の耐震性に関する事項
9.その他
・管理費の額、管理組合ポストの設置状況、防災の取組・災害への備え 等

※の事項については、管理計画認定済および適正評価制度登録済のマンションは省略可

３－１ 分譲マンション届出制度（R8.10～）

▲条例・届出制度の詳細
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３－１ 分譲マンション届出制度（R8.10～）

◆既存マンションの届出様式（抜粋）

◆既存マンションの自己評価結果の例（抜粋）

▲自己評価結果（例）

自主防災組織が結成されていたら〇
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３－２ マンション管理計画認定 基準の改正について（R9.4～）

11※令和8年10月25日開催 国土交通省「マンション管理適正化シンポジウム」資料より引用



３－２ マンション管理計画認定 基準の改正について（R9.4～）

12

※令和8年10月25日開催 国土交通省「マンション管理適正化シンポジウム」資料より引用



ＮＥＷ！２０２６年２月
「仙台市分譲マンションメルマガ」 開始

管理組合や区分所有者の方
向けに、以下の情報をお届け！

➢ 支援制度の開始
➢ セミナー申込開始
➢ 届出制度 など

▲ 登録方法はこちら

▲配信メールの例

最新情報や、セミナーの案内もお届けします！

【STEP1】まずは利用者登録 【STEP2】分譲マンション支援
 情報に登録申込

4. その他参考情報｜メルマガ
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4. その他参考情報｜防災訓練等の取組事例
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令和6年6月1日開催
「仙台市マンション防災セミナー」座談会資料 

防災探求ツアーこども対象のイベントも併せて実施

発電機の試運転 隔壁け破り体験



5. 今日、そして、これからできること

《自助》

□ 自宅の備蓄品を確認する

□ 家具の転倒防止対策が十分か確認する

□ ハザードマップを確認する

□ 仙台市メール配信サービス「分譲マンション支援情報」に登録する

《共助》

□ マンションの耐震診断の有無を確認する

□ マンションの自主防災組織の有無を確認する

□ マンションの防災マニュアルの有無を確認する

15

▲洪水・土砂災害ハザードマップ

▲雨水出水浸水想定区域

□

（昭和56年5月31日以前に建てられたマンションの場合）

次の理事会で、今日の気付きや、防災上の困りごと、
専門家派遣の利用などを話し合う
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